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１．はじめに

１



第1回審議会

２

①下水道事業の現状、概要

➁経営戦略を踏まえた今後50年間の将来の見通し

③下水道事業の課題

①今後10年間の見通し

➁使用料改定を検討する理由
第2回審議会



下水道事業経営状況
・既存施設の維持管理や
老朽化に伴う更新

・節水思考や人口減少により
水需要は減少傾向にあり、
下水道使用料収入も将来減収が
予想される

３

下水道事業を
将来にわたって安定的に経営し、
経営健全化を図るために、

適正な下水道使用料の在り方

について意見を求めます。



２．経費負担の基本原則
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２．経費負担の基本原則

５

下水道事業に係る経費負担の基本的な考え方には、
1独立採算制の原則、2独立採算制の例外、3雨水公費・汚水私費の3つの原則があります。

1.独立採算制の原則

2.独立採算制の例外

3.雨水公費・汚水私費

・公営企業の経費は、その性質上当該公営企業の経営に伴う収入をもって充てること
が適当でない経費等を除き、その事業に伴う収入によって賄い、自立性をもって事業
を継続していく独立採算制の原則が適用されます。
・事業として財源不足額があれば、自立的に解消しなくてはいけません。

・独立採算制の原則のもと、下水道事業における資本費(企業債の支払利息、減価償
却費)などに対して、一般会計が負担することとされている経費について「地方公営
企業繰出金について」(総務省通知、以下「繰出基準」)に算出の考え方が定められて
います。
・この繰出基準に合致する経費は基準内繰出、合致しない経費は基準外繰出とされて
います。

・下水道事業に係る経費の負担について、雨水排除は自然現象に起因するもので、一
般にその原因者を特定するのが困難であり、また、その受益が広く市民に及ぶことか
ら、その経費は公費(町税)で、汚水処理は原因者、受益者が明らかなことから、排出
量に応じて徴収する下水道使用料収入で賄うという考え方になっています。



３．今後10年間の見通し

６



今後10年間の見通し

７

収益的収支の見通しは、使用料収入が使用料対象経費である汚水維持管理費の支出額を上回っている
ことから令和14年度までは当年度純利益が黒字になる見込みです。
また、収益的収支の一般会計からの繰入金は、令和5年度の約1.9億円から令和14年度は約1.3億円へ減少する
見込みです。資本的収支は財源不足が発生しましたが、内部留保で対応は可能と見込んでいます。

■今後10年間の見通し（収益的収支・資本的収支（単位:千円）



公費負担の内容

８

収益的収支の「繰入金(一般会計負担金)」は、経費負担の原則「2.独立採算制の例外」である繰出基準に基づい
て公費で負担しています。
しかし、令和5年度以降は、経費負担の原則「2.独立採算制の例外」の基準内繰入金が繰出基準の関係で対応で
きなくなり、繰出基準に合致しない経費である基準外繰出金の増加を見込んでいます。



９

今後の経営戦略の問題点
経費負担の原則「2.独立採算制の例外」の、この繰出基準に合致しない経費は基準外繰出が令和5年度以降は
増加を見込んでいますが、３事業とも令和12年度以降で基準内繰入金が０になる見込みのため、改善をして
いく必要があります。



基準内繰入金減少の影響

１０

・経費回収率の低下
基準内繰入金が減少すると、収支不足を基準外繰入金で賄うことになります。その場合、経費回収率の考え

方として「使用料で経費を賄えていない状態」になります。公費負担分とは、一般的には「基準内繰入金」と
「⾧期前受金戻入」を指します。「⾧期前受金戻入」とは建設改良に伴う財源について減価償却費と同様に単
年度で処理するのはなく、一定のルールに基づき収益経常することを指します。

経費回収率の考え方 100％の状態

公費負担分を控除しても、

使用料と汚水処理費がイコールの状態

公費負担分を控除しても、使用料と汚水

処理費がイコールの状態にならない

経費回収率の考え方 100％未満の状態

基準内繰入金

使用料対象経費 公費負担分
汚水処理費

下水道使用料

公費負担分
汚水処理費

下水道使用料

使用料対象経費

基準内繰入金
不足分

基準外繰入金



基準内繰入金減少の影響

１１

・⾧期前受金戻入 イメージ



経費回収率の推移（現状予測に基づく）

１２

計画期間で100％を割ってしまう



経費回収率について

１３

【指標の意味】
使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標で
あり、使用料水準等を評価することが可能である。

【分析の考え方】
当該指標は、使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況を示す
100％以上であることが必要である。数値が100％を下回っている場合、汚
水処理に係る費用が使用料以外の収入により賄われていることを意味するた
め、適正な使用料収入の確保及び汚水処理費の削減が必要である。

引用:総務省経営指標の概要（下水道事業）

従って使用料収入について検討が必要



使用料改定を検討した場合（令和7年度に5%改定）

１４

計画期間でほぼ100％を割ってしまう



使用料改定を検討した場合（令和7年度に10%改定）

１５

計画期間の約1/3で100％以上を達成



使用料改定を検討した場合（令和7年度に15%改定）

１６

計画期間の約1/2で100％以上を達成



使用料改定を検討した場合（令和7年度に20%改定）

１７

計画期間の7割で100％以上を達成



使用料改定を検討した場合（令和7年度に25%改定）

１８

令和7年度以降は100％以上を達成



いくつかの使用料改定パターンを想定した結論

１９

１ 令和7年度に使用料改定5％もしくは10％を実施しても

計画期間内で経費回収率100％をすべて達成できない

２ 令和7年度に使用料改定25％実施すると向こう10年間

は経費回収率100％を達成する

３ よって、使用料改定 ％を行い、経費回収率向上を目指す



経費回収率を100％に近づけるためには

２０

経費回収率を100％に近づけるため、分母を下げ、分子を上げるための取り組みが必要となります。

今後は・・・
・使用料改定により収入を増やす

分母:汚水処理費を下げる
・ストックマネジメント計画や最適
整備構想を踏まえ、既存施設を適
切に維持管理

・高効率機器の導入により、省エネ
ギー化を図り、動力費を削減

経費回収率 下水道使用料

（％） 汚水処理費
＝

分子:下水道使用料を上げる
・未接続者への普及活動



経営戦略の基本方針

２１

１ 公営企業会計導入による損益に基づく財務管理

２ 経費回収率の向上

３今後の予測を踏まえた収益の確保

４環境保全を保つための適正な投資



４．参考指標

２２



参考資料:公共下水道事業
経営指標 県内類似団体（令和3年度実績）

２３引用:令和3年度経営比較分析表より



参考資料:特定環境保全公共下水道事業
経営指標 県内類似団体（令和3年度実績）

２４
引用:令和3年度経営比較分析表より



参考資料:農業集落排水事業
経営指標 県内類似団体（令和3年度実績）

２５
引用:令和3年度経営比較分析表より

箕輪町 3,964 89.16 3,938 2,660.40 118.74 162.31 95.64
塩尻市 3,367 90.10 3,980 1,618.75 73.20 280.23 92.30
佐久市 5,310 101.50 4,510 2,011.36 98.60 222.51 92.90
千曲市 4,436 83.10 3,245 1,274.71 120.50 132.74 98.40
東御市 4,146 81.50 3,355 2,453.25 100.00 167.50 93.40
立科町 3,047 91.10 4,290 1,721.47 40.60 511.74 94.90
松川町 5,336 95.20 2,882 2,382.14 100.00 150.00 86.80
信濃町 2,051 80.70 3,560 1,577.69 78.20 225.37 89.20
飯綱町 2,516 101.80 4,070 2,187.83 100.00 190.31 88.20
飯山市 3,172 97.80 3,636 1,268.80 95.10 173.59 93.50
阿南町 2,226 100.00 4,356 1,648.89 95.00 230.18 96.30
筑北村 2,258 100.00 3,375 1,438.22 46.40 396.45 95.00
小布施町 2,176 81.50 2,912 365.71 66.80 239.46 97.60
高山村 2,085 78.90 3,540 872.38 78.70 252.05 94.60
13団体平均 3,240 91.02 3,670 1,601.63 84.08 244.01 93.32
全国平均 - - - - 63.40 249.26 87.70



参考資料:公共下水道事業
経営指標 上伊那構成市町村（令和3年度実績）

２６
引用:令和3年度経営比較分析表より



参考資料:特定環境保全公共下水道事業
経営指標 上伊那構成市町村（令和3年度実績）

２７
引用:令和3年度経営比較分析表より



参考資料:農業集落排水事業
経営指標 上伊那構成市町村（令和3年度実績）

２８
引用:令和3年度経営比較分析表より


